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令和５年度事業計画 

 

最近の経済動向は、原材料価格の高騰による仕入コストの上昇が押し下げ要因となってい

るが、ここにきて、新型コロナウイルス新規感染者数の減少による人流増加によるプラス材

料もあり、下振れリスクを抱えながらも持ち直しの動きが見受けられる。 

 山形県では、人口減少、地方創成、デジタル化の進展などを背景とした課題に対し、「山形

県産業振興ビジョン」に基づき、新時代を担う人材の確保と新規創業の促進、新時代を支える

企業収益と県民所得の向上、並びに新時代に対応した本県産業の競争力強化の施策を展開し

ている。 

こうした中、公益財団法人山形県企業振興公社は、中小企業等を総合的に支援する中核的

機関として、県及び他の中小企業支援機関との連携を図りながら、ものづくり産業の競争力

強化、創業の促進、事業承継、経営基盤の強化などに対し、トータルな支援を迅速に行ってい

く。 

 

１．ものづくりの強みを活かす総合的な支援 

（１）県内製造業の取引拡大を図るため、県内外で商談会を開催するとともに、「取引推進

員」を配置し、発注情報の収集に積極的に取り組み、県内受注企業への取引斡旋・紹介

を行う。また、「機械要素技術展」に山形県ブースを設置し販路開拓を支援する。 

（２）本県のものづくりの強みや特長を活かし、自動車産業の集積を促進するため、東北６

県等との連携によりトヨタ関連企業向けの展示商談会の開催や、個別に部品メーカー

と県内企業とのマッチングを推進する。 

また、急速に進む次世代自動車への転換の動きに対応するため、「次世代自動車プロ

ジェクトマネージャー」を配置し、他の支援機関と一体となって、県内企業の次世代自

動車への参入を支援する。さらに、新たに「次世代自動車関東地域取引支援アドバイザ

ー」を設置し、関東地域で次世代自動車に係る技術開発等の情報収集を行う。 

 

２．創業の促進と円滑な事業承継 

（１）県指定管理者として「山形県産業創造支援センター」を運営し、創業者の育成を 

行う。 

（２）起業・創業を支援するための拠点施設「スタートアップステーション ジョージ 

山形」を運営するとともに、プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連携

協働による手法を用いて、地域課題解決型ビジネスモデルを創出する。 

 



 

（３）親族内、従業員及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで対応する 

「山形県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業等の円滑な事業 

承継・引継ぎを支援する。 

 

３．経営基盤強化の支援 

（１）公社におけるあらゆる業種の総合相談窓口として、「山形県よろず支援拠点」を運営

し、地域の支援機関等と連携して、中小企業・小規模事業者等の経営課題の解決を支援

するほか成長志向企業の課題解決への取組みに伴走支援する。 

（２）地域の身近な相談窓口として、県の総合支庁に「地域コーディネーター」を配置し、

各種支援策の情報提供など、きめ細かな支援を行う。また、創業や経営革新などの経営

課題に対応するための支援人材の配置と外部の専門家を派遣する。 

（３）ポストコロナに向け中小企業・小規模企業等の経営力等のパワーアップを図るため、

ＧＸやＤＸの推進に向けた設備投資等の取組みに対し補助する。 

また、経営革新による新たな事業活動の支援や、インターネットなどを活用した 

有益な情報発信を行い、企業の経営基盤強化に向けた取組みを支援する。 

（４）小規模企業者等の経営の革新、地域の中核的な企業の技術力向上、自動車・航空機分

野への参入促進、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）や脱炭素化に取り組もう

としている県内企業を対象に、中小企業の設備投資ニーズに適切に対応した設備貸与

事業を実施する。 

（５）地域の中堅・中小企業に対して、新たな取組みに積極的に挑む“攻めの経営”への意

欲を喚起し、その実現に不可欠となるプロフェッショナル人材（含む副業・兼業）の採

用を支援する「プロフェッショナル人材戦略拠点」を運営する。 

（６）雇用の安定と地域活力の維持等に資するため「中小企業活性化協議会」において、 

金融機関や関係機関と連携して中小企業の事業再生の取組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 



（単位:千円）

1 （１）取引拡大の推進 50,731

受発注情報収集と取引斡旋・紹介事業 5,988

取引推進員等設置事業 14,847

商談会等開催事業 11,459

中小企業販路拡大実践支援事業 18,437

下請取引の相談 －

（２）自動車産業の集積促進 17,198

自動車関連産業集積促進事業 3,862

次世代自動車参入事業 13,336

2 57,744

74,068

創業支援センター事業 34,941

ソーシャルイノベーション創出モデル事業 39,127

86,869

3 （１）よろず支援拠点事業 100,270

（２） 支援人材による相談対応、助言指導 74,024

地域コーディネーターの配置 42,155

創業・経営革新支援人材の配置 10,999

専門支援コーディネーターの配置 6,294

専門家による助言、指導事業 14,576

（３） 経営基盤強化に向けた取組みの支援 239,420

中小企業パワーアップ補助事業 221,546

中小企業経営革新支援事業 502

支援施策ガイドブックの作成 2,585

情報収集提供事業 8,920

人材確保システム運営事業（やまがた２１人財バンク） 5,317

デジタル等営業力強化事業 550

（４） 設備貸与事業 441,160

小規模企業者等設備貸与事業 245,000

工業技術力整備機械貸与事業 110,000

自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業 86,160

33,450

163,879

中小企業再生支援事業 132,935

経営改善計画策定支援事業 30,944

令和５年度事業体系

（５）プロフェッショナル人材戦略拠点事業

（６）中小企業活性化協議会事業
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（２）創業支援センター事業

（３）事業承継･引継ぎ支援センター事業



 

１．ものづくりの強みを活かす総合的な支援 

 

（１）取引拡大の推進 

県内製造業の一層の取引拡大のため、取引推進員を配置し積極的に企業を訪問する

ことにより、発注案件の開拓や発注情報の収集に努め、県内受注企業への取引斡旋・

紹介を行う。 

また、商談会を県内で２回、宮城県・福島県と合同により東京で１回開催するとと

もに、機械要素技術展に山形県ブースを設置し販路開拓を支援する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

受発注情報収集と

取引斡旋・紹介事業 

 

 

 

 

 

5,988 

 

 

 

 

 

 

県 10/10 

 

 

 

 

①受発注取引の斡旋・紹介 

②企業訪問による発注案件の開拓、受

発注情報の収集 

③発注計画等動向調査（発注企業） 

受発注余力状況等調査（受注企業） 

④やまがた企業等情報データベースの

管理・運営 

⑤個別商談会（対面方式・Web 方式）の

開催 

 

 

 

〇調査 年 2 回 

 

〇製造業1,258社登

録 

取引推進員等設置

事業 

 

14,847 
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取引推進員を配置し、県内ものづくり

企業の受注獲得に向けた発注情報の収

集と取引斡旋・紹介事業を強化 

○取引推進員  

３名 

商談会等開催事業 

 

 

 
 

11,459 

 

 

 
 

県負担金 

2,110 

負担金等 

9,349 
 

①県内外の発注企業を招聘し、ハイブ

リッド式商談会（対面式・オンライ

ン式を併用）を県内で２回開催 

②宮城県、福島県との合同商談会を 

東京で開催 

○広域商談会 

 ７月（天童市） 

○宮城・山形・福島 

合同商談会 

 11 月（東京都） 

○取引商談会 

 ２月（山形市） 

中小企業販路拡大

実践支援事業 

 

18,437 

 

 

 

県 

7,854 

負担金 

10,583 

加工技術の展示会としては国内最大規

模となる「機械要素技術展」に山形県

ブースを設置し、県内ものづくり企業

の販路開拓を支援 

○機械要素技術展 

6 月 

東京ビッグサイト 

山形市、村山市、 

米沢市、白鷹町商 

工会の合同出展 

下請取引の相談 － － 下請取引の適正化を推進するために、

（公財）全国中小企業振興機関協会が

実施する「下請かけこみ寺」の窓口と

して、取引上の悩みやトラブルの相談

に応じる。 

 



 

（２）自動車産業の集積促進 

東北６県、新潟県及び北海道の連携によるトヨタ関連企業向けの展示商談会の開催

や、個別に部品メーカー等と県内企業とのマッチングを推進するとともに、次世代自

動車への参入意欲のある企業を対象とした生産現場改善によるコスト削減及びカー

ボンニュートラルに向けた伴走支援を実施する。 

また、急速に進む次世代自動車への転換の動きに対応するため、「次世代自動車プ

ロジェクトマネージャー」を配置し、他の支援機関と一体となって、県内関連企業の

次世代自動車への参入を支援する。さらに、新たに「次世代自動車関東地域取引支援

アドバイザー」を設置し、関東地域で次世代自動車に係る技術開発等の情報収集を行

う。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

自動車関連産業

集積促進事業 

 

 

 

 
 

3,862 
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①広域連携等事業 

・とうほく自動車産業集積連携会議 

総会・講演会 

・展示商談会（１回） 

②単独事業 

・山形県自動車産業振興会議 

総会・講演会 

・発注企業との個別マッチング 

・研修会 

③自動車関連企業デジタルガイドブッ

クによる情報発信 

 

○７月（岩手県） 

 

○１月（愛知県） 

 

○６月（山形市） 

 

 

 

 

次世代自動車参

入事業 【一部新

規】 

 

 

13,336 

 

 

県 

11,888 

企業負担 

1,448 

① 次世代自動車プロジェクトマネー

ジャーを配置し、県内関連企業の次

世代自動車への参入を支援 

② 次世代自動車関連の大手サプライ

ヤーの調達・開発担当者を招聘して

県内企業を訪問 

③ 次世代自動車関東地域取引支援ア

ドバイザーを関東地域に配置し、関

東地域で次世代自動車に係る技術

開発等の情報を収集 

④ 次世代自動車関連への参入を狙う

企業等に対し、生産改善の専門家

等を派遣しての現場改善によるコ

スト削減 

⑤ 次世代自動車関連への参入を狙う

企業等に対し、カーボンニュート

ラルに向けた伴走支援を実施 

○次世代自動車

プロジェクト

マネージャー 

１名 

 

 

○次世代自動車

関東地域取引

支援アドバイ

ザー １名 

 

 

 



 

 ２．創業の促進と円滑な事業承継 

 

（１）産業創造支援センター管理運営事業 

県指定管理者として山形県産業創造支援センターを運営し、創業から間もない入居

者の支援や研修・交流を通じて創業者の育成を行う。 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

山形県産業創造

支援センター 

管理運営事業 

 

57,744 

 

 

 

県 

12,409 

企業等 

45,335 

①研究開発室、新規創業室の貸与運営 

②貸会議室及び開放機器の利用提供 

③入居企業、退去企業及び創業者等へ

の支援 

④創業塾等の創業者育成事業 

○賃貸オフィス 

２３室 

 

 

○創業塾６日間 

 

 

（２）創業支援センター事業 

  起業・創業を支援するための拠点施設「スタートアップステーション ジョージ山形」

を運営するとともに、プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連携協働

による手法を用いて、地域課題解決型ビジネスモデルを創出する。 

 

事業名 予算額（千円） 事業内容 備考 

創業支援センタ

ー事業 

34,941 

 

 

県 

33,581 

利用者 

1,360 

起業・創業を支援する拠点施設「スタートア 

ップステーション ジョージ山形（山形県創

業支援センター）」を運営する。 

①起業・創業ワンストップ窓口相談対応 

②起業に係る各種セミナー・イベント 

 

○ミーティン

グルーム貸出 

 

ソーシャルイノ

ベーション創出

モデル事業 

39,127 県 10/10 プロジェクトメンバーによる支援体制を構

築し、官民連携協働による手法を用いて、地

域課題解決型ビジネスモデルをつくり、新ビ

ジネス創出と地域課題解決の両立を図る。 

 

  



 

（３）事業承継・引継ぎ支援センター事業 

親族内、従業員及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで対応する

「山形県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業等の円滑な事業

承継・引継ぎを支援する。 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

事業承継・引継ぎ支

援センター事業 

86,869 国 10/10 親族内、従業員、第三者等事

業承継全般をワンストップで

支援する事業承継・引継ぎ支

援センターを運営する。 

統括責任者      1 名 

承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ   １名 

ｻﾌﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ         6 名 

ｴﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ        2 名 

計 10 名 

 

  

中小企業庁 

委託事業 



 

３．経営基盤強化の支援 

 

（１）よろず支援拠点事業 

中小企業・小規模事業者等の支援体制の充実を図るため、山形県よろず支援拠点を

運営し、地域の支援機関及びよろず支援拠点全国本部等と協力・連携して、中小企業・

小規模事業者等が抱える様々な経営課題の解決を支援するほか成長志向企業の課題

解決への取組みに伴走支援する。 

 

事 業 名 予算額(千円) 事  業  内  容 備 考 

よろず支援拠点 

事業 

100,270 

 

国 10/10 

 

①専門性の高い経営アドバイス 

②課題解決のための総合調整 

③「対話と傾聴」を通じた課題設定型の伴走

支援 

④他の支援機関に対する支援ノウハウの共有 

⑤政策的な重点分野への対応 

⑥本事業の広報 

⑦その他必要な事業 

○総合窓口 

○庄内窓口 

 

 

 

 

 

（２）支援人材による相談対応、助言指導 

山形県中小企業総合相談窓口（中小企業トータルサポート）として、県の総合支庁

に地域の身近な相談窓口（地域コーディネーター）を設置し、地域ごとにきめ細かな

支援を行うとともに、公社内に新事業活動の促進や高度で専門的な経営課題に対応す

るための支援人材を配置し、窓口及び巡回による相談対応を行う。 

また、高度化する経営課題に対し、外部の専門家を活用した助言指導を行う。 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

地域コーディネ

ーターの配置 

42,155 
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地域ごとにきめ細かな支援を行う

ため、村山、最上、置賜、庄内の各

総合支庁に地域コーディネーター

を配置する。 

村山２名 

置賜２名 

最上１名 

庄内２名  計７名 

創業・経営革新支

援人材の配置 

10,999 
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創業及び経営革新支援を効果的に

行うため、経営支援アドバイザー

等を配置する。 

経営支援アドバイザー３

名 

専門支援コーデ

ィネーターの配

置 

6,294 
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創業に関する専門性の高い支援を

行うため、専門支援コーディネー

ターを配置する。 

創業支援コーディネータ

ー４名 

 

中小企業庁 

委託事業 



 

専門家による 

助言、指導事業 

 

 

 

 

14,576 

 

 

 

 

 

県 

7,868 

企業負担 

6,708 

 

 

企業等が求める外部の専門家を派

遣し、経営課題に適切な助言、指導

を行う。 

① 経営全般（経営、財務、生産、 

販売等） 

② ＢＣＰ策定支援 

③ ＤＸ関連支援 

①一般枠 

企業負担１／２ 

派遣回数 10回以内 

②～③特枠 

企業負担１／３ 

派遣回数３回以内 

 

 

（３）経営基盤強化に向けた取組みの支援 

ポストコロナへの対応を加速化する県内中小企業・小規模事業者のさらなる経営力

等のパワーアップによる県内経済の活性化を図るため、ＤＸやＧＸの推進に向けた設

備投資等の取組みに対し補助する。 

また、中小企業の経営基盤を強化するため、経営革新による新たな事業活動の支援、

｢支援施策ガイドブック｣や情報誌｢産業情報やまがた｣による各種支援策の情報提供、

その他（人材確保等）の支援を実施する。 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

中小企業パワーア

ップ補助事業 

（ＤＸ・ＧＸ支援事

業） 

221,546 県 10/10 

 

ＤＸやＧＸの推進に向けた設備投資

等の取組みに要する経費の 1/2 を補

助する。（ＤＸ、ＧＸ分野への進出

や、事業転換においてデジタル化を

活用する取組みの場合は 2/3） 

100 件：2 億円 

（補助上限 200 万円） 

中小企業経営革

新支援事業 

502 

 

県 10/10 

 

「中小企業等経営強化法」に基づく

経営革新計画の実現を支援する。 

 

支援施策ガイド

ブックの作成 

2,585 県 10/10 支援メニューを網羅したガイドブ

ックを作成し、提供する。 

○5,000 部 

 

情報収集提供事

業 

 

8,920 

 

 

県 10/10 

 

 

中小企業者の経営資源となる情報

を収集し、提供する。 

①情報誌「産業情報やまがた」の 

 発行 

②ホームページによる情報発信 

 

人材確保システ

ム運営事業 

（やまがた２１

人財バンク） 

5,317 

 

 

県 10/10 

 

 

企業が求める即戦力となり得る優

秀な人材を確保するため、ホームペ

ージ「やまがた２１人財バンク」を

活用して企業と高度人材のマッチ

ングを行う。 

○無料の職業紹介事業

の実施 

 

 

 

デジタル等営業

力強化事業 

  550 県 10/10 デジタル等を活用した営業力を強

化するためのセミナーを開催する。 

 



 

 

（４）設備貸与事業 

小規模企業者等の経営の革新、地域の中核的な企業の技術力向上、自動車・航空機分

野への参入促進、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）や脱炭素化に取り組も

うとしている県内企業を対象に、中小企業の設備投資ニーズに適切に対応した設備貸

与事業を実施する。 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

小規模企業者

等設備貸与事

業 

 
 

245,000 

 

 
 

県 

183,750 

自己資金 

 61,250 

設備導入を図ろうとする創業者又

は経営の革新に取組む小規模企業

者等に対し、設備の貸与を行う。 

○対象 

 ０～50 名雇用の全業種 

○限度額 100 万円～１億円 

工業技術力整

備機械貸与事

業 

 
 

110,000 

 

 

 

県 

84,457 

自己資金 

25,543 

地域において中核的な機能を有す

る企業の先端技術力の向上を図る

ために必要な設備の導入の促進に

資するため、設備の貸与を行う。 

○対象 

 51～300名雇用の原則製造業 

○限度額 300 万円～１億円 

自動車航空機・

ＤＸ・脱炭素化

関連設備貸与

事業 

86,160 

 

県 10/10 
 

自動車及び航空機分野での新規取

引を目指す県内企業の他、ＤＸや

脱炭素化に取り組もうとしている

県内企業に対し、設備の貸与を行

う。 

○対象 

 ①自動車関連産業、②航空機

関連産業、③ＤＸ推進企業、

④脱炭素化導入企業、原則製

造業で、大企業も含む 

○限度額 9 千万円 

 

 

（５）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

地域に新たな質の高い雇用を生み出し、人と仕事の好循環を創出するため、地域の

中堅・中小企業に対して、新たな取組みに積極的に挑む「攻めの経営」への意欲を喚

起し、その実現に不可欠となるプロフェッショナル人材の採用を民間人材ビジネス事

業者との連携により支援する。 

 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 備 考 

プロフェッショナル 

人材戦略拠点事業 

 

 

33,450 県 10/10 ①プロ人材ニーズの掘り起こし 

②民間人材ビジネス事業者との連携による

マッチング 

③プロ人材採用企業へのフォローアップ 

④戦略協議会・事務協議会の開催 

⑤副業・兼業プロ人材のマッチング支援 

⑥金融機関との連携体制強化 

○戦略協議会 

 ・事務協議会 

 
県委託事業 

 



 

 

（６）中小企業活性化協議会事業 

①中小企業再生支援事業 

雇用の安定等と地域の活力に資するため、金融機関や地域の関係機関と連携し、 

中小企業が取り組む事業再生を支援する。 
 

事 業 名 予算額(千円) 事  業  内  容 

中小企業再生 

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

132,935 

 

国 10/10 

 

 

①活性化協議会全体会議の開催 

関係機関を代表する協議会委員により、協議会事業の業務実施方

針・方法、その他必要事項について審議し、決定するため、全体会議

を開催する。 

②金融懇談会等の開催 

協議会事業の周知を図るため、県内金融機関を対象にした金融懇談

会を開催する。 

③窓口相談業務の機能強化 

統括責任者及び統括責任者補佐を配置し、中小企業の事業再生等

活性化に係る窓口相談に応じるとともに、金融機関や関係機関からの

事前相談や計画策定相談に積極的に取り組む。 

④財務・事業デューデリジェンス及び計画策定支援 

必要に応じ、外部専門家から構成される個別支援チームを編成し、

財務・事業デューデリジェンス及び再生計画策定の支援を行う。 

⑤中小企業・小規模事業者の再生計画策定支援 

金融調整による一般的な返済金額リスケジュール計画及びＤＤＳ、債

権譲渡等による抜本的な再生計画の策定に向けて支援する。 

⑥再生計画策定支援が完了した案件のフォローアップ 

再生計画策定支援が完了した後の相談企業の計画達成状況等につ

いて、計画策定後のフォローアップを行う。 

➆債務整理支援 

具体的な弁済計画の策定を支援し、関係金融機関等との調整及び

経営者保証ガイドラインに基づく保証債務等の整理を行う。 

⑧再チャレンジ支援 

 相談企業への支援段階において、再生計画が立案できないなど事業

再生が極めて困難と判断される場合は、相談企業に対して円滑な撤

退と再チャレンジ支援の提案を行う。 

➈経営改善計画策定支援事業における質の向上に資する業務 

 事業者、経営革新等支援機関に対し、経営改善計画策定支援の進捗

状況確認や(早期)経営改善計画の策定に関する助言を行う。 

⑩協議会内部トレーニー制度 

  企業再生業務を金融機関に広く周知するため令和 5 年度は金融機関

より半年コース 2名、1年コース 1名の出向派遣を受け入れる。 

 

中小企業庁 

委託事業 



 

②経営改善計画策定支援事業 

中小企業・小規模事業者の経営改善計画策定を支援することにより、円滑な経営を

促進する。 

 

事 業 名 予算額(千円) 事  業  内  容 備 考 

経営改善計画策

定支援事業 

 

30,944 

 

 

中小企業基盤

整備機構 

10/10 

 

① 経営改善支援の利用申請及び支払申請に

関する窓口相談及び受付業務 

② 認定経営革新等支援機関への費用支払業

務等 

 

 

 

●その他（企業グループ等の支援） 

中小企業同士の交流を促進するため、団体や研究会等の事務局として、その活動を

支援する。 

 

○ テクノプラザやまがた’８４ 

○ ジョイントパーティ 

○ 山形県インキュベーション・マネージャー連携協議会 

 

中小企業 

基盤整備機構 

委託事業 


